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一 氏名又は名称及び住所 

名 称 電源開発株式会社 

住 所 東京都中央区銀座六丁目15番１号 

 

二 工場又は事業所の名称及び所在地 

名 称 大間原子力発電所 

所在地 青森県下北郡大間町 

 

三 発電用原子炉の名称 

名 称 大間原子力発電所 発電用原子炉 

 

四 廃止措置の対象となることが見込まれる発電用原子炉施設及びその敷地 

１ 廃止措置対象施設の範囲及びその敷地 

(1) 廃止措置対象施設 

廃止措置対象施設の範囲は，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律」（以下「原子炉等規制法」という。）に基づき，原子炉設置許

可及び原子炉設置変更許可を受けた発電用原子炉施設である。 

廃止措置対象施設を表4－1に示す。 

(2) 廃止措置対象施設の敷地 

大間原子力発電所は，下北半島北西端に位置する青森県下北郡大間町の西

側海岸部に位置し，なだらかな海岸段丘と海岸沿いの平坦地からなってい

る。敷地の形状は，海岸線を長辺としたほぼ長方形の形状であり，敷地全体

の広さは，約130万ｍ２である。敷地内には原子炉設置許可及び原子炉設置

変更許可を受けた発電用原子炉を建設中である。 

大間原子力発電所の敷地付近の概略地図を図4－1に示す。 

 

２ 廃止措置対象施設の状況 

(1) 廃止措置対象施設の概要 

大間原子力発電所は，軽水減速，軽水冷却，沸騰水型原子炉であり，熱出

力は3,926ＭＷ，電気出力は約1,383ＭＷである。 

(2) 廃止措置対象施設の運転履歴 

大間原子力発電所は，「原子炉等規制法」に基づき，平成20年４月23日に
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原子炉設置許可を受け，建設中であることから，今回公表（令和5年12月15

日）までの運転履歴はない。 

今回公表（令和5年12月15日）までの原子炉設置変更許可の経緯を表4－2

に示す。 

 

表4－1 廃止措置対象施設 

施設区分 設備等の区分 

原子炉施設の一般構造 主要な構造 

原子炉本体 炉心 

燃料体 

原子炉容器 

放射線遮蔽体 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 核燃料物質取扱設備 

核燃料物質貯蔵設備 

原子炉冷却系統施設 一次冷却材設備 

非常用冷却設備 

その他の主要な事項 

計測制御系統施設 計装 

安全保護回路 

制御設備 

非常用制御設備 

その他の主要な事項 

放射性廃棄物の廃棄施設 気体廃棄物の廃棄施設 

液体廃棄物の廃棄設備 

固体廃棄物の廃棄設備 

放射線管理施設 屋内管理用の主要な設備 

屋外管理用の主要な設備 

原子炉格納施設 構造 

その他の主要な事項 

その他原子炉の附属施設 非常用電源設備 

その他の主要な事項 
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表4－2 原子炉設置変更許可の経緯 

許可年月日 許可番号 理由 

平成20年4月23日 平成16･03･18原第13号 設置 

平成22年1月22日 平成21･03･24原第15号 原子炉施設の変更（燃料輸送容器保管庫設置に伴

う変更） 

平成28年11月2日 原規規発第16110231号 使用済燃料の処分の方法の変更（「原子力発電に

おける使用済燃料の再処理等の実施に関する法

律」の公布による変更） 

 

 

 

 

 

図4－1 大間原子力発電所の敷地付近の概略地図 

 

※具体的な廃止措置対象施設の範囲は廃止措置計画において明確にし，認可を受け

るものとする。  

原子炉施設

国道338号
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五 前号の施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法 

１ 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設 

解体の対象となる施設（以下「解体対象施設」という。）は，表4－1に示す

廃止措置対象施設のうち，放射性物質による汚染のないことが確認された地下

建屋，地下構造物及び建屋基礎を除くすべてを予定しているが，具体的な解体

対象については，廃止措置計画に記載し，認可を受けるものとする。 

 

２ 廃止措置の基本方針 

廃止措置は，安全確保を最優先に，次の基本方針の下に，「原子炉等規制

法」，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令」，「実用

発電用原子炉の設置，運転等に関する規則」（以下「実用炉規則」という。）等

の関係法令及び「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規

定に基づく線量限度等を定める告示」（以下「線量限度等を定める告示」とい

う。）等の関係告示を遵守する。 

また，原子力安全委員会指針「原子炉施設の解体に係る安全確保の基本的考

え方」（平成13年８月６日一部改訂）を参考とする。 

(1) 周辺公衆及び放射線業務従事者に対し，「線量限度等を定める告示」に基

づき定められている線量限度を遵守するとともに，合理的に達成できる限り

放射線被ばくを低くするよう，廃止措置を開始する時点の汚染状況の調査結

果等を踏まえ，効果的な汚染の除去，遠隔装置の活用，汚染拡大防止措置等

を講じた解体撤去手順及び工法を策定する。 

(2) 大間原子力発電所に燃料を貯蔵している間は，炉心への再装荷を不可とす

る措置を講じる。核燃料物質貯蔵設備に貯蔵している燃料は，核燃料物質取

扱設備及び核燃料物質貯蔵設備の解体に着手するまでに解体対象施設外へ搬

出する。搬出するまでの期間は，引き続き核燃料物質貯蔵設備に貯蔵する。 

(3) 廃止措置に伴って発生する廃棄物のうち，放射性気体廃棄物及び放射性液

体廃棄物は，関係法令及び関係告示に基づいて適切に処理を行い管理放出す

るとともに，周辺監視区域境界及び周辺地域の放射線監視を行う。 

また，放射性固体廃棄物は，関係法令及び関係告示に基づき，廃棄物の種

類に応じた処理を行い，廃止措置が終了するまでに廃棄事業者の廃棄施設に

廃棄する。 

放射性廃棄物の処理に当たっては，分別・減容処理，放射性物質による汚
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染の除去等により，放射性廃棄物の発生量を合理的に達成できる限り低減す

る。 

(4) 放射性物質を内包する系統及び機器を収納する建屋・構築物等は，これら

の系統及び機器が撤去されるまでの間，放射性物質の外部への漏えいを防止

するための障壁及び放射線遮蔽体としての機能を維持管理する。核燃料物質

貯蔵設備は，燃料を貯蔵している間，臨界防止，冷却等の必要な機能を維持

管理する。放射性廃棄物の廃棄施設は，対象とする放射性廃棄物の処理が完

了するまでの間処理機能を維持管理する。その他，これらの機能の確保に関

連する放射線管理施設，換気設備，電源設備等の必要となる機能を維持管理

する。 

(5) 廃止措置期間中の保安活動に必要な事項は，「原子炉等規制法」第43条の

３の24及び「実用炉規則」第92条第３項に基づき，大間原子力発電所原子炉

施設保安規定（以下「保安規定」という。）に定めて実施する。また，品質

マネジメントシステムに必要な事項は，「原子炉等規制法」第43条の３の22

第１項，「実用炉規則」第69条及び第92条第３項に基づき，保安規定におい

て品質マネジメントシステム計画を定めて実施する。 

(6) 労働災害防止対策として，高所作業対策，石綿等有害物対策，感電防止対

策，粉じん障害対策，酸欠防止対策，騒音防止対策等を講じる。 

 

３ 廃止措置の実施区分 

廃止措置は，廃止措置期間全体を３段階（原子炉本体等解体準備期間，原子

炉本体等解体期間，建屋等解体期間）に区分すると想定し，安全性を確保しつ

つ次の段階へ進むための準備をしながら確実に進める。 

廃止措置の主な手順を図5－1に示す。 

 

４ 解体の方法 

廃止措置期間中の解体は適切な工法を用いて行うものとし，具体的な工法

は，解体する設備の構造及び汚染状況，解体に使用する工具の使用条件，解体

に伴い発生する粉じんの影響等を考慮し選定する。特に，放射能レベルの比較

的高い原子炉領域設備の解体においては，被ばく低減を考慮した工法を採用す

る予定である。 

解体対象施設の解体撤去，核燃料物質の譲渡し，核燃料物質による汚染の除
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去及び放射性廃棄物の処理処分が終了した後，廃止措置を終了する。 

 

原子炉本体等解体準備期間 原子炉本体等解体期間 建屋等解体期間 
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図5－1 廃止措置の主な手順 

  

原子炉本体等以外の解体 

核燃料物質による汚染の除去 

核燃料物質によって汚染された物の廃棄 

原子炉建屋内からの 

核燃料物質の搬出 

原子炉解体に干渉する 

施設の解体 

 

原子炉本体等解体 

建屋解体 
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六 廃止措置に係る核燃料物質の管理及び譲渡し 

１ 核燃料物質の管理 

大間原子力発電所の使用済燃料は，譲渡しまでの期間，原子炉設置許可又は

原子炉設置変更許可を受けた使用済燃料貯蔵設備に貯蔵する。 

使用済燃料の取扱い及び貯蔵は，核燃料物質取扱設備で取り扱うとともに，

安全確保のために必要な臨界防止機能，燃料落下防止機能，除染機能，水位及

び漏えいの監視機能，浄化・冷却機能及び給水機能を有する設備を維持管理す

る予定である。 

使用済燃料の取扱い，貯蔵及び運搬については，保安のために必要な措置を

保安規定に定めて実施する。廃止措置を開始する時点で保管している使用済燃

料は，現時点でその数量を見積ることが困難であるため，想定される最大の数

量として，原子炉設置許可申請書及び原子炉設置変更許可申請書に記載してい

る使用済燃料の最大貯蔵能力（貯蔵容量）を表6－1に示す。 

 

２ 核燃料物質の譲渡し 

使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している使用済燃料は，使用済燃料輸送容器に収

納し，再処理事業者に譲り渡す予定である。 

 

表6－1 使用済燃料の最大貯蔵能力（貯蔵容量） 

貯蔵場所 数 量 

使用済燃料貯蔵設備 

(原子炉建屋原子炉区域内) 
全炉心燃料の約440％相当分 

使用済燃料貯蔵設備 

(燃料補助建屋内) 
全炉心燃料の約260％相当分 
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七 廃止措置に係る核燃料物質による汚染の除去 

１ 汚染の分布の評価 

解体対象施設の汚染分布は沸騰水型原子炉施設のモデルプラントにおける評

価結果を基に推定している。主な廃止措置対象施設の推定汚染分布について

は，図7－1に示すとおりであるが，汚染状況の調査結果を踏まえた評価の見直

しを行う予定である。 

解体対象施設に残存する放射性物質について，原子炉運転中の中性子照射に

より炉心部等の構造材が放射化して生成される放射化汚染及び一次冷却材中の

腐食生成物が炉心部で放射化され，機器及び配管の内面に付着して残存する二

次的な汚染に区分して評価する予定である。 

放射化汚染は，放射化されたものに関して，生成核種を同定するとともに，

生成核種の放射能濃度分布を，計算による方法，測定による方法によって評価

する予定である。 

二次的な汚染は，機器及び配管の外部から放射線測定を行うとともに，施設

を構成する機器及び配管の材料組成を考慮して腐食生成物中の核種組成比を，

計算による方法，測定による方法によって評価する予定である。 

 

２ 除染の方針 

解体対象施設の一部は，放射化汚染及び二次的な汚染によって汚染されてい

る。 

このうち，放射化汚染については，放射能レベルの比較的高い原子炉領域設

備等を対象に時間的減衰を考慮する。機器及び配管の内面に付着し残存してい

る二次的な汚染については，時間的減衰を考慮しつつ，効果的な除染を行うこ

とで，これらの設備を解体撤去する際の放射線業務従事者の放射線被ばくを合

理的に達成できる限り低くする。 

除染は，放射線業務従事者の被ばく線量，除染効果，放射性廃棄物の発生量

等の観点から，機械的方法又は化学的方法を効果的に組み合せて行い，原則と

して，除染対象箇所の線量当量率があらかじめ定めた目標値に達するまで実施

する。 

除染に当たっては，放射性物質の漏えい及び拡散防止対策並びに被ばく低減

対策を講じることを基本とし，環境への放射性物質の放出抑制及び放射線業務

従事者の放射線被ばくを合理的に達成できる限り低くするよう努める。また，
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安全確保対策として事故防止対策を講じる。 

なお，具体的に実施する除染については，汚染の分布等を踏まえ，除染の要

否，除染の方法等を検討する。 

 

 

 

 

図7－1 主な廃止措置対象施設の推定汚染分布 

 

  

タービン建屋

低レベル放射性廃棄物のうち
放射能レベルの比較的高いもの

低レベル放射性廃棄物のうち
放射能レベルの比較的低いもの

低レベル放射性廃棄物のうち
放射能レベルの極めて低いもの

放射性物質として扱う必要のないもの
（注）解体後除染等の処理を想定

原子炉建屋

使用済燃料貯蔵プール

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

炉心支持構造物
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八 廃止措置において廃棄する核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物

の発生量の見込み及びその廃棄 

核燃料物質によって汚染された物は，放射性気体廃棄物，放射性液体廃棄物及

び放射性固体廃棄物に分類される。これらの廃棄に係る方針は以下のとおりであ

る。 

１ 放射性気体廃棄物の廃棄 

放射性気体廃棄物は，発生から処理等の各段階において，廃棄物の漏えい，

汚染の拡大及び放射線による被ばくを適切に防止できるよう，関係法令，関係

告示，「五 ２ 廃止措置の基本方針」等に基づき，適切に処理を行い管理放

出する。 

 

1.1 放射性気体廃棄物の種類及び処理の方法 

廃止措置期間中に発生する放射性気体廃棄物の種類及び処理の方法は，廃止

措置を開始する時点の汚染状況の調査結果等を踏まえ，廃止措置計画に記載

し，認可を受けるものとする。 

 

1.2 放射性気体廃棄物の推定放出量 

廃止措置期間中における放射性気体廃棄物の推定放出量は，廃止措置を開始

する時点の汚染状況の調査結果等を踏まえ，廃止措置計画に記載し，認可を受

けるものとする。 

 

1.3 放射性気体廃棄物の管理方法 

放射性気体廃棄物を適切に処理するために，放射性廃棄物処理機能，放出管

理機能等の必要な機能を有する設備を維持管理する。 

また，放射性気体廃棄物の放出に際しては，主排気筒等において放射性物質

濃度の測定等を行い，「線量限度等を定める告示」に定める周辺監視区域外に

おける空気中の濃度限度を超えないようにするとともに，放射性気体廃棄物の

年間放出量から，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針」

（以下「線量目標値に関する指針」という。）に基づき，放射性気体廃棄物の

放出管理目標値を設定し，これを超えないように努める。 

放射性気体廃棄物の処理及び管理に係る必要な措置を保安規定に定めて管理

する。 
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なお，具体的な放射性気体廃棄物の管理方法は，廃止措置を開始する時点の

汚染状況の調査結果等を踏まえ，廃止措置計画に記載し，認可を受けるものと

する。 

 

２ 放射性液体廃棄物の廃棄 

放射性液体廃棄物は，発生から貯蔵，処理等の各段階において，廃棄物の漏

えい，汚染の拡大及び放射線による被ばくを適切に防止できるよう，関係法

令，関係告示，「五 ２ 廃止措置の基本方針」等に基づき，適切に処理を行

い管理放出する。 

 

2.1 放射性液体廃棄物の種類及び処理の方法 

廃止措置期間中に発生する放射性液体廃棄物の種類及び処理の方法は，廃止

措置を開始する時点の汚染状況の調査結果等を踏まえ，廃止措置計画に記載

し，認可を受けるものとする。 

 

2.2 放射性液体廃棄物の推定放出量 

廃止措置期間中における放射性液体廃棄物の推定放出量は，廃止措置を開始

する時点の汚染状況の調査結果等を踏まえ，廃止措置計画に記載し，認可を受

けるものとする。 

 

2.3 放射性液体廃棄物の管理方法 

放射性液体廃棄物を適切に処理するために，放出量を合理的に達成できる限

り低くするとともに，放射性廃棄物処理機能等の必要な機能を有する設備を維

持管理する。 

また，放射性液体廃棄物の放出に際しては，放出前のタンクにおいて放射性

物質濃度の測定等を行い，排水中の放射性物質濃度が，「線量限度等を定める

告示」に定める周辺監視区域外における水中の濃度限度を超えないようにする

とともに，放射性液体廃棄物の年間放出量から，「線量目標値に関する指針」

に基づき，放射性液体廃棄物の放出管理目標値を設定し，これを超えないよう

に努める。 

放射性液体廃棄物の処理及び管理に係る必要な措置を保安規定に定めて管理

する。 
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なお，具体的な放射性液体廃棄物の管理方法は，廃止措置を開始する時点の

汚染状況の調査結果等を踏まえ，廃止措置計画に記載し，認可を受けるものと

する。 

 

３ 放射性固体廃棄物の廃棄 

放射性固体廃棄物は，発生から貯蔵，処理等の各段階において，廃棄物の飛

散，汚染の拡大及び放射線による被ばくを適切に防止できるよう，関係法令，

関係告示，「五 ２ 廃止措置の基本方針」等に基づき，適切な方法により管

理を行う。 

低レベル放射性廃棄物の廃棄に際しては，放射能レベルの比較的高いもの，

放射能レベルの比較的低いもの及び放射能レベルの極めて低いものに区分し，

それぞれの区分，種類，性状等に応じて，廃棄事業者の廃棄施設に廃棄する。 

なお，放射性物質として扱う必要のないものは，「原子炉等規制法」に定め

る所定の手続き及び確認を経て施設から搬出し，再生利用に供するように努め

る。 

 

3.1 放射性固体廃棄物の種類及び処理の方法 

廃止措置期間中に発生する放射性固体廃棄物の種類及び処理の方法は，廃止

措置を開始する時点の汚染状況の調査結果等を踏まえ，廃止措置計画に記載

し，認可を受けるものとする。 

 

3.2 放射性固体廃棄物の処分方法 

放射性固体廃棄物は，「3.1 放射性固体廃棄物の種類及び処理の方法」に基

づき処理し，廃止措置終了までに廃棄事業者の廃棄施設に廃棄する。 

 

3.3 放射性固体廃棄物の推定発生量 

3.3.1 廃止措置を開始する時点で保管している放射性固体廃棄物 

廃止措置を開始する時点で保管している放射性固体廃棄物は，現時点でその

数量を見積ることが困難であるため，想定される最大の数量として，原子炉設

置許可申請書及び原子炉設置変更許可申請書に記載している放射性固体廃棄物

の最大保管廃棄能力（保管容量）を表8－1に示す。 
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3.3.2 廃止措置に伴い発生する放射性固体廃棄物 

大間原子力発電所は建設中につき，その施設の詳細が確定していないため，

廃止措置期間中の放射性固体廃棄物の推定発生量を評価することは困難であ

る。このため，放射性廃棄物の推定発生量の評価は，運転段階に移行する前ま

でに行う。 

 

3.4 放射性固体廃棄物の管理方法 

放射性固体廃棄物を適切に処理処分するために，種類，性状等に応じて区分

管理し，減容処理等を行うことで，放射性固体廃棄物の発生量を合理的に達成

できる限り低減する。 

また，放射性固体廃棄物の量が固体廃棄物貯蔵庫等の最大保管廃棄能力（保

管容量）を超えないように管理し，放射性固体廃棄物の処理及び管理に係る必

要な措置は保安規定に定めて管理する。 

なお，具体的な放射性固体廃棄物の管理方法は，廃止措置を開始する時点の

汚染状況の調査結果等を踏まえ，廃止措置計画に記載し，認可を受けるものと

する。 

 

表8－1 放射性固体廃棄物の最大保管廃棄能力（保管容量） 

保管場所 種 類 容 量 

固体廃棄物貯蔵庫 固体廃棄物 
200ℓドラム缶 

約7,500本相当 

冷却材浄化系沈降分離槽 
使用済樹脂及び 

ろ過器廃スラッジ 
約440ｍ３ 

使用済樹脂槽 使用済樹脂 約260ｍ３ 
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九 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理 

１ 放射線管理 

1.1 放射線防護に関する基本方針・具体的方法 

放射線の被ばく管理及び放射性廃棄物の廃棄に当たっては，「原子炉等規制

法」等の関係法令及び関係告示を遵守し，周辺公衆及び放射線業務従事者の放

射線被ばくを合理的に達成できる限り低くする。 

具体的方法については，原子炉運転中の放射線管理に準じて以下のとおりと

する。 

(1) 放射線被ばくを合理的に達成できる限り低くするため，放射線遮蔽体，換

気設備，放射線管理施設及び放射性廃棄物の廃棄施設は，必要な期間，必要

な機能を維持管理する。 

(2) 放射線被ばくを合理的に達成できる限り低くするために，管理区域を設定

して立ち入りの制限を行い，外部放射線に係る線量当量，空気中若しくは水

中の放射性物質の濃度及び床等の表面の放射性物質の密度を監視する。 

(3) 放射線業務従事者に対しては，線量を測定評価し線量の低減に努める。 

(4) 管理区域の外側には，周辺監視区域を設定して，人の立ち入りを制限す

る。 

(5) 放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の放出については，放出管理目標

値を定め，これを超えないように努める。 

(6) 放射性物質により汚染している機器等を取り扱う場合は，汚染の拡大防止

のため，汚染拡大防止囲い，局所排風機を使用する等の措置を講じる。 

 

1.2 管理区域，保全区域及び周辺監視区域の設定等 

(1) 管理区域 

廃止措置対象施設のうち，外部放射線に係る線量，空気中の放射性物質の

濃度又は放射性物質によって汚染された物の表面の放射性物質の密度が「線

量限度等を定める告示」に定められた値を超えるか又は超えるおそれのある

区域を管理区域として設定する。管理区域を解除する場合は，「線量限度等

を定める告示」に定められた値を超えるおそれがないことを確認する。 

なお，管理区域外において一時的に上記管理区域に係る値を超えるか又は

超えるおそれのある区域が生じた場合は，一時的な管理区域として設定す

る。 
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(2) 保全区域 

管理区域以外の区域であって，発電用原子炉施設の保全のために特に管理

を必要とする区域を保全区域として設定する。 

(3) 周辺監視区域 

管理区域の周辺の区域であって，当該区域の外側のいかなる場所において

もその場所における線量が「線量限度等を定める告示」に定められた値を超

えるおそれのない区域を周辺監視区域として設定する。 

 

1.3 管理区域内の管理 

(1) 管理区域については，「実用炉規則」に基づき，次の措置を講じる。 

ａ．壁，柵等の区画物によって区画するほか，標識を設けることによって明

らかに他の場所と区別し，かつ，放射線等の危険性の程度に応じて，人の

立入制限，鍵の管理等の措置を講じる。 

ｂ．放射性物質を経口摂取するおそれのある場所での飲食及び喫煙を禁止す

る。 

ｃ．床，壁，その他人の触れるおそれのある物であって，放射性物質によっ

て汚染されたものの表面の放射性物質の密度が，「線量限度等を定める告

示」に定める表面密度限度を超えないようにする。 

ｄ．管理区域から人が退去し又は物品を持ち出そうとする場合には，その者

の身体及び衣服，履物等身体に着用している物並びにその持ち出そうとす

る物品（その物品を容器に入れ又は包装した場合には，その容器又は包

装）の表面の放射性物質の密度が「線量限度等を定める告示」に定める表

面密度限度の十分の一を超えないようにする。 

(2) 管理区域内は，場所により外部放射線に係る線量当量率，放射線業務従事

者及び放射線業務従事者以外の者で管理区域に一時的に立ち入る者（以下

「放射線業務従事者等」という。）の立入頻度等に差異があるため，これら

のことを考慮して以下のとおり管理を行う予定である。 

ａ．放射線業務従事者等を不必要な外部被ばくから防護するため，放射線遮

蔽体を必要な期間維持管理するとともに，線量当量率を考慮し，遮蔽体を

設置する。 

ｂ．放射線業務従事者等を放射性物質での汚染による被ばくから防護するた

め，換気設備を必要な期間維持管理する。また，防護具の着用等の必要な
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措置を講じる。 

ｃ．管理区域は，外部放射線に係る線量に起因する管理区域と，空気中の放

射性物質の濃度又は床等の表面の放射性物質の密度に起因する管理区域と

に区分し，段階的な出入管理を行うことにより管理区域へ立ち入る者の被

ばく管理等が容易かつ確実に行えるようにする。 

(3) 管理区域内空間の外部放射線に係る線量当量を把握するため，管理区域内

の主要部分における外部放射線に係る線量当量率をエリアモニタ等により測

定する。また，放射線業務従事者等が特に頻繁に立ち入る箇所については，

定期的に外部放射線に係る線量当量率をサーベイメータ等により測定する。 

(4) 管理区域内の空気中の放射性物質の濃度及び床等の表面の放射性物質の密

度を把握するため，放射線業務従事者等が特に頻繁に立ち入る箇所について

は，定期的にサンプリング等による測定を行う。 

 

1.4 保全区域の管理 

保全区域については，「実用炉規則」に基づき，標識を設ける等の方法に

よって明らかに他の場所と区別し，かつ，必要に応じて人の立入制限等の措置

を講じる。 

 

1.5 周辺監視区域の管理 

周辺監視区域については，「実用炉規則」に基づき，人の居住を禁止し，境

界に柵又は標識を設ける等の方法により，周辺監視区域に業務上立ち入る者以

外の立ち入りを制限する。 

周辺監視区域の外部放射線に係る線量，空気中の放射性物質の濃度及び表面

の放射性物質の密度は，「線量限度等を定める告示」に定める値以下に保つ。 

具体的には，放射線遮蔽体を必要な期間維持管理する等により，管理区域の

外側における外部放射線に係る線量が，３月間につき1.3ｍSvを超えないよう

に管理する。 

また，空気中及び水中の放射性物質については，管理区域との境界を壁等に

よって区画するとともに，管理区域内の放射性物質の濃度の高い空気及び水

が，容易に流出することのないよう，換気設備及び液体廃棄物の廃棄設備を必

要な期間維持管理する。 

表面の放射性物質の密度については，人及び物品の出入管理を十分に行う。 
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1.6 個人被ばく管理 

放射線業務従事者の個人被ばく管理は，線量を測定・評価するとともに定期

的及び「線量限度等を定める告示」に定める線量限度を超えて被ばくした場合

等に健康診断を実施し，身体的状態を把握することによって行う。 

なお，放射線業務従事者以外の者で管理区域に一時的に立ち入る者には，外

部被ばくによる線量の測定等により管理を行う。 

 

1.7 放射性廃棄物の放出管理 

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の放出に当たっては，周辺監視区域

外の空気中及び水中の放射性物質の濃度が「線量限度等を定める告示」に定め

る値を超えないように厳重な管理を行う。 

さらに，「線量目標値に関する指針」に基づき，発電所から放出される放射

性物質について放出管理の目標値を定めるとともに，放射性物質の濃度の測定

を行い，これを超えないように努める。 

(1) 放射性気体廃棄物 

放射性気体廃棄物を放出する場合は，排気中の放射性物質の濃度を主排気

筒モニタ等によって常に監視する。 

(2) 放射性液体廃棄物 

放射性液体廃棄物を放出する場合には，あらかじめタンクにおいてサンプ

リングし，放射性物質の濃度を測定する。 

また，排水中の放射性物質の濃度は，液体廃棄物処理系排水モニタ等に

よって常に監視する。 

 

1.8 周辺監視区域境界及び周辺地域の放射線監視 

前項で述べたように，放射性廃棄物の放出に当たっては，厳重な管理を行う

が，異常がないことの確認に資するため，周辺監視区域境界付近及び周辺地域

の監視を行う。 

(1) 空間放射線量等の監視 

空間放射線量は，周辺監視区域境界付近及び周辺地域に設置しているモニ

タリングポイントの積算線量計等により測定する。 

空間放射線量率は，周辺監視区域境界付近に設置しているモニタリングポ
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スト等で測定する。 

(2) 環境試料の放射能監視 

周辺環境の放射性物質の濃度の長期的傾向を把握するため，環境試料の測

定を行う予定である。 

(3) 異常時における測定 

放射性廃棄物の放出は，主排気筒モニタ，液体廃棄物処理系排水モニタ等

により常に監視し，その指示に万一異常があれば適切な措置をとる。 

万一異常放出があった場合等は，モニタリングポスト等により測定するほ

か，モニタリングカーによる敷地周辺の放射能測定等を行い，その範囲，程

度等の推定を迅速かつ確実に行う。 

 

２ 被ばく評価 

廃止措置中における放射線業務従事者の被ばく評価及び周辺公衆の平常時の

被ばく評価に係る方針は，以下のとおりである。 

 

2.1 放射線業務従事者の被ばく評価 

放射線業務従事者の総被ばく線量は，汚染状況の調査結果，解体工法等につ

いての検討結果を踏まえ評価する必要があるため，廃止措置を開始するまでに

評価を実施し，廃止措置計画に記載し，認可を受けるものとする。 

 

2.2 周辺公衆の平常時の被ばく評価 

2.2.1 放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の放出による被ばく 

廃止措置期間における環境への放射性物質の放出に伴い周辺公衆が受ける被

ばく線量は，「線量目標値に関する指針」，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線

量目標値に対する評価指針」（以下「線量目標値に対する評価指針」とい

う。），「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価につ

いて」（以下「一般公衆線量評価」という。）及び「発電用原子炉施設の安全解

析に関する気象指針」（以下「気象指針」という。）等を参考として評価し，評

価値が「線量目標値に関する指針」に記載の年間50μSv以下になることを確認

する。なお，評価に当たっては，汚染状況の調査結果，解体工法等についての

検討結果を踏まえ評価する必要があるため，廃止措置を開始するまでに評価を

実施し，廃止措置計画に記載し，認可を受けるものとする。 
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2.2.2 直接線及びスカイシャイン線による線量 

廃止措置期間中の直接線及びスカイシャイン線による周辺監視区域境界外の

線量は実績のある計算コードを用いて評価し人の居住の可能性のある敷地境界

外において「一般公衆線量評価」に記載する線量の目安の年間50μGyを下回る

ことを確認する。なお，評価に当たっては，具体的な放射性固体廃棄物の管理

方法等についての検討結果を踏まえ評価する必要があるため，廃止措置を開始

するまでに評価を実施し，廃止措置計画に記載し，認可を受けるものとする。 
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十 廃止措置中の過失，機械又は装置の故障，地震，火災等があった場合に発生

することが想定される事故の種類，程度，影響等 

廃止措置中に想定される過失，機械又は装置の故障，地震，火災その他の災害

があった場合に放射性物質の放出を伴う事故とその影響については，廃止措置の

進捗状況に応じて想定事故を選定し，周辺監視区域境界外における周辺公衆の最

大の実効線量を評価することにより，廃止措置が周辺公衆に対して著しい放射線

被ばくのリスクを与えないことを示す方針とする。 

評価に当たっては，廃止措置の進捗に伴って，解体対象施設の状況，解体工法

及び内包する放射性物質量に応じて想定される事故は推移するため，その内容を

反映した評価をする方針とする。 

このことから，廃止措置計画策定時に，代表想定事故の選定を行い，事故時に

おける周辺公衆の受ける線量評価を実施し，周辺公衆に対して著しい放射線被ば

くのリスクを与えないことを確認し，廃止措置計画の認可を受ける。なお，線量

評価に当たっては，「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」及

び「気象指針」を参考にする。 
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十一 廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設及びその性能並びに

その性能を維持すべき期間 

１ 概  要 

廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設（以下「性能維持施

設」という。）は，周辺公衆及び放射線業務従事者の被ばくの低減を図るとと

もに，使用済燃料の貯蔵のための管理，汚染の除去工事，解体撤去工事及び核

燃料物質によって汚染された物の廃棄等の各種作業の実施に対する安全の確保

のために，必要な期間中において，必要な機能及び性能を維持管理する予定で

ある。 

これら性能維持施設の機能及び性能については，定期的に点検等で確認して

いく。 

なお，性能維持施設の維持管理に関しては，保安規定に管理の方法を定め

て，これに基づき実施する。 

 

２ 維持管理に関する内容 

(1) 放射性物質を内包する系統及び設備を収納する建屋等については，これら

の系統及び設備が撤去されるまでの間，放射性物質の外部への漏えいを防止

するための障壁及び放射線遮蔽体としての機能及び性能を維持管理する。 

(2) 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設については，使用済燃料が使用済燃料

貯蔵設備から搬出されるまでの期間は臨界防止機能，燃料落下防止機能，浄

化・冷却機能等の機能及び性能を維持管理する。 

(3) 放射性廃棄物の廃棄施設については，放射性気体廃棄物及び放射性液体廃

棄物を適切に処理するため，処理機能及び性能を維持管理する。 

(4) 放射線管理施設については，施設内外の放射線監視，環境への放射性物質

の放出管理及び管理区域内作業に係る放射線業務従事者の被ばく管理のため

に，放出管理及び放射線監視の機能及び性能を維持管理する。 

(5) 換気設備については，放射性廃棄物の処理及び放射線業務従事者の被ばく

低減等を考慮して，空気の浄化が必要な場合並びに解体撤去に伴い放射性粉

じんが発生する可能性のある区域で発電用原子炉施設外への放出の防止及び

他区域への移行の防止のために必要な場合は，建屋内の換気機能及び性能を

維持管理する。 
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(6) 非常用電源設備については，発電用原子炉施設の安全確保上必要な設備へ

の電源供給機能及び性能を維持管理する。 

(7) その他原子炉補機冷却水設備等の安全確保上必要な設備については，それ

ぞれの設備に要求される機能及び性能を維持管理する。 

(8) 管理区域の区分，立入制限及び保安のために必要な措置を講じる。 

(9) 維持管理を行う放射線管理施設を用いて，発電用原子炉施設からの放出管

理に係る放射線モニタリング及び周辺環境に対する放射線モニタリングを行

う。 

(10) 発電用原子炉施設への第三者の不法な接近を防止する措置を講じる。 

(11) 消火設備については，必要な機能及び性能を維持管理するとともに，火災

防護のために必要な措置を講じる。 

廃止措置中の維持管理に関する具体的事項については，廃止措置を開始する

までに評価を実施し，廃止措置計画に記載し，認可を受けるものとする。 
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十二 廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達の方法 

１ 廃止措置に要する費用 

大間原子力発電所は建設中につき，その施設の詳細が確定していないため，

廃止措置に要する費用を見積もることは困難である。このため，廃止措置に要

する費用の算定は，運転段階に移行する前までに行う。 

 

２ 資金調達計画 

廃止措置に要する費用は，全額自己資金により賄う。 

今後，原子力発電施設解体引当金制度による積立期間において，費用の総見

積額の全額を積み立てる計画である。 
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十三 廃止措置の実施体制 

１ 廃止措置の実施体制 

廃止措置の実施体制については，保安規定において保安管理体制を定め，本

店及び大間原子力発電所の組織において廃止措置の業務に係る各職位とその職

務内容を記載し，それぞれの役割分担を明確にするとともに，保安管理上重要

な事項を審議するための委員会の設置及び審査事項を規定する。また，廃止措

置における保安の監督を行う者の任命に関する事項及びその職務を明確にし，

その者に各職位の業務を総括的に監督させる。 

これらの体制を確立することにより，廃止措置に関する保安管理業務を円滑

かつ適切に実施する方針とする。 

 

２ 廃止措置を適切に実施するために必要な情報の保持 

当社の大間原子力発電所は，平成20年４月23日に原子炉設置許可を受け，以

降，建設中である。今後，運転段階に移行し，発電用原子炉施設の運転及び保

守について，保守管理，放射線管理等の経験及び実績を積んでいく予定であ

る。廃止措置の実施に当たる組織は，これらの経験を有する者で構成し，発電

用原子炉施設の設計・建設・運転・保守における経験を活かすとともに，国内

外における廃止措置の調査も踏まえ，廃止措置期間において適切な解体撤去，

設備の維持管理，放射線管理等を安全に実施する方針とする。 

 

３ 廃止措置を適切に実施するために必要な技術者の確保 

今後廃止措置を適切に実施し，安全の確保を図るために必要な技術者及び有

資格者を確保していく方針とする。 

 

４ 廃止措置を適切に実施するために必要な知識及び技術の維持向上 

廃止措置に係る業務に従事する技術者に対しては，廃止措置を行うために必

要となる専門知識，技術及び技能を維持，向上させるため，保安規定に基づ

き，教育及び訓練の実施計画を立て，それに従って教育及び訓練を実施する方

針とする。 
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十四 廃止措置に係る品質マネジメントシステム 

廃止措置期間中における品質マネジメントシステム計画については，「原子炉

等規制法」第43条の３の22第１項，「実用炉規則」第69条及び第92条第３項に基

づき，保安規定において，社長をトップマネジメントとする品質マネジメントシ

ステム計画を定め，保安規定，原子力品質保証規程及びそれらに基づく下部規程

により廃止措置に関する保安活動の計画，実施，評価及び改善の一連のプロセス

を明確にし，これらを効果的に運用することにより，原子力安全の達成・維持・

向上を図る方針とする。 
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十五 廃止措置の工程 

大間原子力発電所の廃止措置は，「原子炉等規制法」に基づく廃止措置計画の

認可以降，原子炉本体等解体準備期間，原子炉本体等解体期間，建屋等解体期間

を経て，段階的に30～40年程度をかけて廃止措置を進めて行く予定であるが，具

体的な工程については，廃止措置を開始するまでに検討し，廃止措置計画に記載

し，認可を受けるものとする。想定廃止措置工程を図15－1に示す。 

 

原子炉本体等解体準備期間 原子炉本体等解体期間 建屋等解体期間 
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図15－1 想定廃止措置工程 

  

原子炉本体等以外の解体 

核燃料物質による汚染の除去 

核燃料物質によって汚染された物の廃棄 

原子炉建屋内からの 

核燃料物質の搬出 

原子炉解体に干渉する 

施設の解体 

 

原子炉本体等解体 

建屋解体 
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十六 廃止措置実施方針の変更の記録 

大間原子力発電所における廃止措置実施方針の変更の記録を表16－1に示す。 

 

表16－1 廃止措置実施方針変更記録 

No. 年月日 変更内容 理由 

0 平成30年12月26日 新規作成 － 

1 令和 2年 4月 1日 十一号及び十四号の表題を修正 

五号及び十四号の本文中で引用する実用

炉規則の条を修正 

五号、十一号及び十四号の本文中の文言

を修正 

四号の本文中の公表日を修正 

実用炉規則の改正を反映 

2 令和5年12月15日 四号の表中、表題の表現を適正化 

四号の本文中の公表日を修正 

実用炉規則第百十五条の四に

基づく見直し 

 

 


